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種　別 第１号被保険者 第２号被保険者 第３号被保険者

 対象者   自営業、学生など   厚生年金や共済組合に加入 
  している会社員や公務員

  第２号被保険者に扶養され
  ている配偶者

 保険料の納め方
  納付書や口座振替などによ
  り個人で納めます。保険料
  は月額 14,980 円です

  給与から職場の年金制度の
  保険料を納めています。国
  民年金保険料を個別で納め
  る必要はありません

  配偶者の勤務先に届け出て  
  いれば、自分で保険料を納
  める必要はありません

 加入手続き   お住まいの市区町村役場に
  自分で届け出ます

  勤務先が年金事務所に届け
  出ます

  配偶者の勤務先が年金事務
  所に届け出ます

年金の
そこが知りたい   

役場保険年金班☎42局2111番

国民年金からの
お知らせです

日本に住んでいる 20 歳以上 60 歳未
満の人は国民年金に加入しなければ
なりません。被保険者の種類は働き
方などによって次の３種類に分かれ
ています。老後の生活保障や障害を
負ったときのためにも必ず加入手続
きをしてください。

A答え私は今年、20 歳になりま
す。国民年金に加入する
ように言われたのですが、
必ず加入しなければなら
ないのでしょうか。
Q疑問
こんなときには、
　  　　こんな手続きを

国民年金の加入の種別が変更になったときには忘れずに届け出ましょう。
次の表のような場合は変更を届け出てください。

PensionQUESTION ANSWER

◆第１号被保険者（自営業・学生など）
こんなとき 変更後の種別 届け出先

  会社員・公務員になった   第２号   勤務先
  会社員・公務員と結婚し扶養さ
  れるようになった   第３号   配偶者の勤務先

◆第２号被保険者（会社員・公務員など）
こんなとき 変更後の種別 届け出先

  退職した   第１号   役場
  会社員・公務員と結婚し扶養さ  
  れるようになった   第３号   配偶者の勤務先

◆第３号被保険者（会社員・公務員に扶養されている配偶者）
こんなとき 変更後の種別 届け出先

  扶養からはずれた   第１号   役場
  配偶者が退職した   第１号   役場
  会社員・公務員になった   第２号   勤務先
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国民健康保険
制度の
解説です  国保の

そこが知りたい
役場保険年金班☎42局2111
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４
月
１
日
か
ら

外
来
診
療
で
も

限
度
額
適
用
認
定
証
が

使
え
る
よ
う
に
な
り
ま
す

定
証
等
の
交
付
手
続
き
を
し
て
く
だ
さ
い
。

●
申
請
に
必
要
な
も
の　

印
か
ん
・
国
民
健
康
保

険
証
ま
た
は
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
保
険

証
・
住
民
税
非
課
税
世
帯
の
人
で
、
過
去
一
年

間
に
90
日
を
超
え
る
入
院
が
あ
っ
た
人
は
、
入

院
期
間
が
確
認
で
き
る
書
類
（
領
収
書
な
ど
）

が
必
要
で
す
。

す
で
に
限
度
額
適
用
認
定
証
を
お
持
ち
の
人

平
成
24
年
３
月
31
日
以
前
に
交
付
さ
れ
た
限

度
額
適
用
認
定
証
等
を
お
持
ち
の
人
は
、
記
載
さ

れ
て
い
る
有
効
期
限
ま
で
外
来
時
に
も
使
用
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
改
め
て
交
付
手
続
き
を
す

る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

保
険
税
に
納
め
忘
れ
が
あ
る
と
…

限
度
額
適
用
認
定
証
等
は
国
民
健
康
保
険
税

の
納
め
忘
れ
が
あ
る
場
合
に
は
交
付
さ
れ
ま
せ

ん
の
で
、
保
険
税
は
必
ず
納
期
内
に
納
め
る
よ
う

に
し
ま
し
ょ
う
。

高
額
な
外
来
診
療
を
受
け
る
際
に
は

医
療
機
関
窓
口
で
の
支
払
い
が
自
己
負
担
限

度
額
ま
で
と
な
る
「
限
度
額
適
用
認
定
証
」・「
限

度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
」
は
、
今

ま
で
入
院
時
に
し
か
使
え
ま
せ
ん
で
し
た
が
、
平

成
24
年
４
月
１
日
か
ら
は
外
来
時
に
も
使
え
る

よ
う
に
な
り
ま
す
。
も
し
入
院
や
高
額
な
外
来
診

療
が
決
ま
っ
た
と
き
は
、
早
め
に
限
度
額
適
用
認

限
度
額
適
用
認
定
証
等
の
申
請

●
70
歳
未
満
の
人
及
び
70
歳
以
上
の
非
課
税
世
帯

の
人　

役
場
保
険
年
金
班
の
窓
口
で
限
度
額

認
定
証
（
又
は
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減

額
認
定
証
）
の
交
付
を
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

な
お
、
病
院
な
ど
で
は
交
付
さ
れ
た
限
度
額

適
用
認
定
証
を
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。

●
70
歳
以
上
75
歳
未
満
で
非
課
税
世
帯
で
な
い
人

申
請
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
。
病
院
な
ど
で
は

　

高
齢
受
給
者
証
を
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。

●
75
歳
以
上
で
非
課
税
世
帯
で
な
い
人　

申
請
は

必
要
あ
り
ま
せ
ん
。
病
院
な
ど
で
は
後
期
高
齢

者
医
療
被
保
険
者
証
を
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。

限
度
額
適
用
認
定
証
の
適
用
開
始
月

限
度
額
適
用
認
定
証
等
の
適
用
は
、
入
院
は

医
療
機
関
に
限
度
額
適
用
認
定
証
等
を
提
示
し

た
月
の
初
日
か
ら
適
用
さ
れ
ま
す
。
外
来
は
限
度

額
適
用
認
定
証
等
を
医
療
機
関
に
提
示
す
る
前

に
、
そ
の
月
の
窓
口
負
担
の
合
計
額
が
自
己
負
担

限
度
額
を
超
え
て
い
な
い
場
合
は
、
そ
の
月
か
ら

限
度
額
適
用
さ
れ
ま
す
が
、
そ
の
月
の
窓
口
負
担

の
合
計
額
が
自
己
負
担
限
度
額
を
超
え
て
い
る

場
合
は
、
そ
の
月
の
窓
口
負
担
は
限
度
額
適
用
の

対
象
と
は
な
り
ま
せ
ん
。
な
お
、
自
己
負
担
限
度

額
を
超
え
て
い
て
も
限
度
額
適
用
に
な
ら
な
い

場
合
は
、
高
額
療
養
費
の
申
請
を
す
る
こ
と
に
よ

り
、
後
日
、
支
給
さ
れ
ま
す
。

ま
た
、
限
度
額
適
用
認
定
証
等
を
提
示
す
る

前
に
自
己
負
担
限
度
額
を
超
え
て
い
る
場
合
で

も
、
医
療
機
関
が
患
者
か
ら
の
相
談
に
応
じ
て
当

月
か
ら
限
度
額
適
用
す
る
場
合
も
あ
り
ま
す
。



税務の
そこが知りたい
役場税務班☎42局2111番

確定申告の
お知らせ。

●住民税の申告をしなければならない人
町内に住所がある人は、原則として申告をしなければなりません。（税務署で確定申告をした人や前年

中の所得が給与か公的年金のみである人は、申告の必要はありません。）なお、医療費控除などの諸控除
を受けようとする人は、申告が必要です。
①遺族年金及び障害者年金だけを受給されている人
②農業、営業、配当、地代、家賃などの所得がある人
③生命保険・地震保険料控除や医療費控除、社会保険料控除、扶養控除など、各種控除を受けようと

　　する人
④収入がなくても、国民健康保険に加入している人や保育料の算定・公営住宅入居資格の確認が必要

　　な人

申告に必要な書類は…

①平成 23 年中の収入や所得の分かる書類（年金や給与の源泉徴収票、事業所得がある人は既に計算して
いる収支内訳書など）

②国民年金保険料の納付額が確認できるもの（社会保険料（国民年金保険料）控除証明書）
③生命保険や地震保険などの払込証明書（申告用）
④印かん
⑤役場税務住民課から送付する「申告のお知らせ」
⑥医療費控除を受ける人は、病院別に計算した明細書及び領収書
⑦事業所得（商店・農業など）や不動産所得がある人は、収入金額や必要経費を計算した収支内訳書

申告の期限…

●申告受付期間　　平成 24 年３月 21 日（水）から４月 20 日（金）午前９時から午後５時まで
●申告受付場所　　役場税務住民課税務班

住民税 RESIDENCE
TAX
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町県民税・国民健康保険税の申告はお済ですか？

２月 16 日から３月 15 日まで、所得税の確定申告
が行われましたが、町県民税・国民健康保険税に関
する申告の受付を４月 20 日（金）まで行うことと
しました。

今回から、公的年金等の収入が 400 万円以下で、かつ、公的年金などに係る雑所得以外の所得金
額が 20 万円以下の場合、所得税の確定申告は不要となりましたが、次に該当する場合は、町県民
税・国民健康保険税の申告をしておかないと税額（国民健康保険税や後期高齢者医療保険料、介護
保険料）や保育料などが上がる場合がありますので、申告をしましょう。
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